
（平成２３年１１月９日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 5 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 7 件

厚生年金関係 7 件

年金記録確認宮城地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



宮城国民年金 事案 1537 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 50 年４月から 52 年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47 年４月から 52 年３月まで 

申立期間の国民年金保険料について、父から納付済みであると聞かさ

れていたので、両親が納付していたと思う。 

申立期間を国民年金保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付を行ったとする

申立人の両親は、国民年金制度発足時から 60 歳到達前月までの国民年金

加入期間において保険料を完納しており、国民年金に対する納付意識の高

さがうかがえる。 

また、申立人は、申立期間を除き国民年金加入期間に未納は無い。 

さらに、Ａ町（現在は、Ｂ市）の国民年金被保険者名簿（紙名簿）によ

れば、過年度納付が可能な昭和 50 年度及び 51 年度分の国民年金保険料に

係る納付書が、昭和 52 年５月９日に送付されている記載があることから、

納付意識の高かった申立人の両親が、納付書を受け取っていながら保険料

を納付しなかったとするのは不自然である。 

一方、申立期間のうち、昭和 47 年４月から 50 年３月までの期間につい

ては、国民年金受付処理簿によると、申立人の国民年金手帳記号番号は

52 年７月にＡ町分として受け付けられた番号であることが確認できると

ともに、上記の納付書送付日から同年５月頃に加入手続を行ったものと推

認されることから、その時点では、当該期間の国民年金保険料は時効によ

り納付することはできない上、それ以前に申立人に対して別の国民年金手

帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 



また、申立人は、当該期間の国民年金の加入手続及び保険料納付に関与

しておらず､その父は既に死亡しており、母も高齢で事情を聞ける状況で

はないことから、国民年金の加入状況や保険料の納付状況が不明である上、

申立人の両親が保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定

申告書等）は無く、ほかに当該期間の保険料を納付していたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 50 年４月から 52 年３月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 



宮城国民年金 事案 1538 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59 年４月から 60 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 36 年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59 年４月から 60 年３月まで 

国民年金保険料は、婚姻前は実家の父親が納付しており、婚姻後は養

父が納付してくれていた。 

申立期間の国民年金保険料は、実家の父親か養父が納付しているはず

なので、申立期間を保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は 12 か月と比較的短期間である上、申立人は、国民年金加入

期間において申立期間を除き未納は無く、申立期間の前後は納付済みであ

る。 

また、婚姻後の申立人の国民年金保険料を納付していたとする申立人の

養父母は、申立期間を含む国民年金加入期間に保険料の未納は無く、納付

意識の高さがうかがえる。 

一方、Ａ町（現在は、Ｂ町）が発行した申立人に係る国民年金保険料納

付状況証明書によれば、申立人が婚姻・養子縁組を行いＣ町（現在は、Ｂ

町）に転居した昭和 60 年６月 18 日の時点では、申立期間は未納であった

ことが確認できるが、申立期間当時、Ｄ社会保険事務所（当時）では、

「過年度に未納の期間があれば、被保険者から依頼がなくても納付書を発

行していた。」としており、申立人（養父母宅）に過年度納付書が送付さ

れたものと考えられることから、納付意識の高い申立人の養父母が、納付

書が送付されながら申立期間の保険料を未納のままとしておくとは考えに

くい。 

また、申立人の養父母は、申立人の婚姻後間もなく、「申立人の婚姻前



の未納金の督促を受け、10 万円ぐらいの金額を一括で納付したことがあ

る。」旨述べているところ、その金額は、申立期間の保険料額と近似して

いる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



宮城厚生年金 事案 2632 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 38 年 10 月１日から同年 11 月１日ま

での期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人の株式会社Ａにおける資格取得日に係る

記録を同年 10 月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を３万 6,000 円

とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 38 年４月１日から同年 11 月１日まで 

             ② 昭和 38 年 12 月 27 日から 39 年１月１日まで 

私は、昭和 38 年４月から同年 12 月まで株式会社Ａに父と一緒に勤務

していたが、厚生年金保険の加入記録が同年 11 月１日から同年 12 月

27 日までとなっている。 

申立期間も間違いなく勤務していたので、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する株式会社Ａにおける申立人の勤務内容を記載した手帳

及び当該事業所が発行した申立人の昭和 38 年分給与所得の源泉徴収票

（以下「源泉徴収票」という。）並びに元同僚の証言から、申立人が 38

年４月１日から同年 12 月 25 日まで当該事業所に勤務していたことが確認

できる。 

また、申立人が所持する源泉徴収票に記載されている給与から控除され

た社会保険料額は、当該源泉徴収票に記載されている給与の支払額から推

認した失業保険料額、並びに当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者

名簿において確認できる申立人の資格取得時（昭和 38 年 11 月１日）の標

準報酬月額から算定した健康保険料及び厚生年金保険料の２か月分を合計

した額とおおむね一致していることが認められる。 



さらに、複数の元同僚の証言から判断すると、当該事業所では、勤務開

始後３か月から６か月の臨時社員期間があり、当該期間は厚生年金保険に

加入させていなかったものと考えられるところ、当該事業所で申立人と一

緒に勤務していた申立人の父は、上記被保険者名簿における資格取得日に

係る記録及び申立人の父の源泉徴収票の記載内容によると、当該事業所で

の勤務開始から６か月経過後に厚生年金保険に加入していることが確認で

きる。 

これらを総合的に判断すると、申立人についても、当該事業所での勤務

開始から６か月経過後に厚生年金保険に加入し、厚生年金保険料を控除さ

れていたと考えられ、申立人の源泉徴収票で確認できる２か月分の健康保

険料及び厚生年金保険料は、昭和 38 年 10 月分及び同年 11 月分の保険料

であったと認められる。 

また、昭和 38 年 10 月の標準報酬月額については、源泉徴収票において

推認できる厚生年金保険料額から３万 6,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、当該事業所は既に解散し、当時の事業主も亡くなって

おり、ほかに確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、

明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及

び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 

一方、申立期間①のうち、昭和 38 年４月１日から同年 10 月１日までの

期間については、申立人が所持する手帳及び源泉徴収票並びに元同僚の証

言により、当該事業所に勤務していたことは確認できるものの、当該期間

に係る厚生年金保険料が控除されていたことを確認できる関連資料及び周

辺事情は見当たらない。 

また、申立期間②については、前述の手帳及び源泉徴収票並びに元同僚

の証言から当該期間に係る勤務実態を確認できない上、当該期間に係る厚

生年金保険料が控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は

見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①のうち、昭和 38 年４

月１日から同年 10 月１日までの期間及び申立期間②に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2634 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社本社における資格

喪失日に係る記録を昭和 23 年９月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月

額を 1,800 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 23 年８月１日から同年９月１日まで 

年金事務所に照会したところ、Ａ株式会社勤務当時の厚生年金保険加

入記録は、同社本社で昭和 23 年８月１日喪失、同社Ｂ支店で同年９月

１日取得となっており、申立期間の加入記録は見当たらないとの回答を

得た。 

しかし、申立期間もＡ株式会社Ｂ支店に継続して勤務していたにもか

かわらず加入期間となっていないのは納得できないので、申立期間を厚

生年金保険の加入期間として認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ株式会社本社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人

の資格喪失年月日欄に「23.８.１ 転」と記載されていることが確認でき

るところ、申立人と一緒に昭和 23 年４月に同社Ｂ支店に入社したとする

同僚の証言及び申立人と同様に同社本社と同社Ｂ支店間の被保険者記録が

１月欠落している同僚のうち、40 年４月以降の被保険者記録がある複数

の同僚の雇用保険加入記録が当該欠落期間も継続していることから判断す

ると、申立人は、同社Ｂ支店に 23 年４月 10 日に入社して以降、申立期間

も同社同支店に継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主



により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、Ａ株式会社Ｂ支店は、昭和 23 年９月１日に厚生年金保険の適用

事業所となったことから、申立人の被保険者資格は、本来、同日まで同社

本社において引き続き有すべきものである。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ株式会社本

社における昭和 23 年７月の社会保険事務所（当時）の健康保険の記録か

ら、1,800 円とすることが妥当である。 

なお、申立期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は不明としており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当

たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 



宮城厚生年金 事案 2639 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められ

ることから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 大正 12 年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 17 年６月１日から 22 年４月 19 日まで 

申立期間は、Ａ市のＢ株式会社で勤務していたが、脱退手当金を受け

取ったことは無いので、厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）によれば、申立人に

支給されたとされる脱退手当金の額は、同台帳に記載された標準報酬月額

を基に算出した法定支給額とは相違している上、保険給付欄に記載された

平均標準報酬月額についても標準報酬月額を基に再計算した結果とは一致

しておらず、脱退手当金の支給に係る事務処理に不自然さがうかがえる。 

また、申立期間に係る申立人の労働者年金保険被保険者台帳によれば、

申立人は、昭和 19 年９月１日に転勤により被保険者資格を喪失し、20 年

１月 31 日に同資格を再取得したこととされているが、Ｃ県では、申立人

は、19 年２月に部隊に入営し、21 年４月に復員したと回答していること

を踏まえると、上記の転勤により資格を喪失したとする記録には疑義があ

り、行政側による申立人の記録管理が適切に行われていたとは認め難い。 

さらに、オンライン記録によれば、申立人は、脱退手当金支給決定日か

ら約６か月後には申立期間に勤務していた事業所において被保険者資格を

再取得しており、脱退手当金を請求する動機が判然としない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



宮城厚生年金 事案 2631 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 52 年 12 月 15 日から 57 年２月 20 日まで 

私は、前の職場を退職後、Ａ事業所に就職し、昭和 52 年 12 月頃から

会社が倒産する 57 年２月頃まで勤務していた。毎月 25 万円ぐらいの給

与が支給されていたので、申立期間を厚生年金保険加入期間として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の具体的な記憶及び複数の元同僚の証言から、勤務期間の特定は

できないものの、申立人がＡ事業所に勤務していたことは推認できる。 

しかし、申立人及び複数の元同僚は、事業主の氏名を記憶しているもの

の、当該事業所に係る商業法人登記も見当たらず、事業主の所在は不明で

あることから、事業主から申立人の当時の勤務状況及び当該事業所におけ

る厚生年金保険の取扱いについて確認することができなかった。 

また、当該事業所において、申立期間に厚生年金保険に加入している複

数の元同僚に照会したが、申立人が厚生年金保険に加入し、給与から厚生

年金保険料が控除されていたことをうかがわせる証言は得られなかった上、

複数の元同僚が名前を挙げた当該事業所の経理担当者は既に死亡しており、

申立人の勤務期間や厚生年金保険料の控除について確認することができな

かった。 

さらに、オンライン記録によれば、申立人は、昭和 52 年４月 21 日から

57 年４月 12 日までは国民年金の被保険者とされており、52 年４月から

55 年 12 月までの期間は国民年金保険料の納付済期間とされていることが

確認できる。 

加えて、申立期間において申立人の当該事業所における雇用保険の加入



記録は確認できない上、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者

原票には申立人の氏名は見当たらず、整理番号に欠番も無い。 

このほか、申立人が申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2633 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 22 年９月 15 日から 23 年８月 23 日まで 

             ② 昭和 29 年 12 月 23 日から 30 年４月 18 日まで 

申立期間①は、Ａ氏が所有する船舶Ｂ及び船舶Ｃに、申立期間②は、

Ｄ氏が所有する船舶Ｅに乗り組んだ期間である。船員手帳は再交付され

た手帳のため、船舶Ｂでの雇入記録が記載されていないが、船舶Ｃ及び

船舶Ｅに乗り組んだ期間は船員手帳に記載されているとおりであり、船

員保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人が所持する船員手帳により、申立人は、申

立期間①のうち、昭和 23 年５月 13 日から同年８月 23 日までの期間につ

いて、Ａ氏が所有する船舶Ｃに雇い入れられていたことが確認できる。 

しかし、船舶所有者名簿によると、Ａ氏が船員保険の適用船舶所有者と

なったのは、昭和 24 年７月１日であることが確認できることから、申立

期間①当時は、船員保険の適用船舶所有者とはされていない。 

また、船舶所有者Ａ氏は、既に亡くなっており、申立人の雇用期間、船

員保険料控除等について確認することができない。 

さらに、船員手帳に記載されている船長は、既に亡くなっている上、申

立人が記憶する同僚２人のうち１人は、船舶所有者Ａ氏に係る船員保険被

保険者名簿において、申立人と同時期に船員保険の被保険者資格を取得し

ていることが確認できるものの所在が不明であり、ほかの１人はオンライ

ン記録で特定することができないことから、これらの同僚から申立期間①

当時の状況について証言を得ることができない。 

加えて、船舶所有者Ａ氏が船員保険の船舶所有者として適用となった昭



和 24 年７月１日に被保険者資格を取得している者のうち、所在が確認で

きた５人に照会を行ったところ、回答のあった１人は、申立人は、船舶Ｃ

に乗り組んでいたとしているが、当該同僚が記憶する期間は申立期間①以

降の期間であり、申立期間①における乗船状況についての具体的な証言は

得られなかった。 

申立期間②について、申立人が所持する船員手帳により、申立人は、Ｄ

氏が所有する船舶Ｅに雇い入れられていたことが確認できる。 

しかし、船舶所有者Ｄ氏は、既に亡くなっており、申立人の雇用期間、

船員保険料控除等を確認することができない。 

また、船員手帳に記載されている船長は、申立人を記憶していない上、

申立期間②当時、船舶所有者Ｄ氏において船員保険の被保険者資格を取得

している者のうち、所在が確認できた３人に照会しても回答が得られず、

申立期間②当時の加入状況等について証言を得ることができない。 

さらに、申立期間②に係る船舶所有者Ｄ氏の船員保険被保険者名簿にお

いて、申立人の氏名は見当たらない上、「被保険者証記号番号」は連番で

欠番は無い。 

このほか、申立人の各申立期間における船員保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として各申立期間に係る船員保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2635 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 62 年７月上旬から平成４年４月１日まで 

昭和 62 年７月上旬から平成６年８月まで、「株式会社ＡのＢ事業

所」で勤務した期間のうち、申立期間について、厚生年金保険被保険者

期間が確認できない。 

私は、申立期間当時、株式会社Ａにパート社員として雇用されており、

パート社員であっても社会保険は加入していたと記憶していることから、

当時の給与明細書等は保管していないが、申立期間を厚生年金保険の被

保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａの回答及び同僚の証言から、申立人は、申立期間において、

同社に勤務していたことが確認できる。 

また、株式会社Ａは、申立期間当時、「Ｂ事業所」は同社Ｃ部に所属す

る店舗であったとしている。 

しかし、株式会社Ａは、同社が保管する「社会保険被保険者名簿」によ

ると、申立人に係る厚生年金保険被保険者の資格取得日は、平成４年４月

１日であるとしており、申立期間における雇用契約の内容及び厚生年金保

険料の控除については、当時の資料が無いため不明としている。 

また、申立人が「Ｂ事業所」における店長であったとする者は、「私は、

申立期間当時は株式会社Ａの関連会社である株式会社Ｄに雇用されていた

ことから、株式会社Ａに雇用されていた申立人の厚生年金保険への加入に

ついては不明である。」としている。 

さらに、申立人が記憶する同僚２人について、申立期間に係る株式会社

Ａの健康保険厚生年金保険被保険者原票及びオンライン記録において、当



該同僚の氏名は見当たらないことから、当時の状況について証言を得るこ

とができない。 

加えて、株式会社Ａにおいて、申立人と同日に厚生年金保険の被保険者

資格を取得している３人に照会を行ったところ、「Ｂ事業所」において勤

務したと回答のあった１人は、当該事業所において勤務した期間はパート

社員として勤務しており、厚生年金保険に加入していないとしている。 

その上、企業年金連合会は、申立人が加入していたＥ厚生年金基金の加

入記録における資格取得年月日は、平成４年４月１日としており、オンラ

イン記録と一致している上、申立人は、申立期間において、Ｆ市における

国民健康保険の被保険者となっていることが確認でき、当該被保険者期間

は、オンライン記録で確認できる国民年金の被保険者期間とほぼ同一の期

間であることが確認できる。 

このほか、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2636 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 33 年３月 10 日から 39 年７月１日まで 

             ② 昭和 41 年６月１日から 42 年９月１日まで 

脱退手当金を受給した記憶は無いので、申立期間が脱退手当金支給済

期間とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間当時の事務処理においては、脱退手当金を支給した場合、脱退

手当金請求書の添付書類として提出された厚生年金保険被保険者証に脱退

手当金を支給した旨の「脱」表示をすることとされていたところ、申立人

が現在も所持している厚生年金保険被保険者証に当該表示が確認できるこ

とからすると、申立人の意思に基づかないで脱退手当金が請求されたもの

とは考え難い。 

また、申立期間の脱退手当金は、Ａ株式会社での厚生年金保険被保険者

資格喪失日から約１か月後の昭和 42 年 10 月 17 日に支給決定されている

など一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2637 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40 年３月 22 日から 46 年１月 19 日まで 

私は、ねんきん定期便で、申立期間は脱退手当金を受給したことにな

っていることを初めて知った。 

しかし、脱退手当金を受け取った記憶は無いので、申立期間を厚生年

金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間当時の事務処理においては、脱退手当金を支給した場合、脱退

手当金請求書の添付書類として提出された厚生年金保険被保険者証に脱退

手当金を支給した旨の「脱」表示をすることとされていたところ、申立人

が現在も所持している厚生年金保険被保険者証に当該表示が確認できるこ

とからすると、申立人の意思に基づかないで脱退手当金が請求されたもの

とは考え難い。 

また、申立人に係るＡ株式会社の健康保険厚生年金保険被保険者原票に

は、脱退手当金の請求が行われたことをうかがわせる「脱」の表示が確認

できるとともに、申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日から約３か月

後の昭和 46 年４月 27 日に支給決定されているなど一連の事務処理に不自

然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2638 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32 年４月 20 日から 35 年２月 28 日まで 

退職の際、脱退手当金を受け取っていないし、会社から説明された記

憶も無いので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金については、申立人に係る厚生年金保険被保険者

名簿に記載されている標準報酬月額を基に再計算したところ、オンライン

記録の支給額と一致しており、事務処理に不自然さはみられない。 

 また、申立人は、会社から脱退手当金に関する説明を受けた記憶は無い

と述べているが、申立人と同時期に退職し、オンライン記録上、脱退手当

金の支給記録のある９名の同僚に照会した結果、６名から回答があり、こ

のうち３名からは「会社から脱退手当金について説明があり、会社が請求

手続を行ってくれて、脱退手当金を受給した。」などと、会社から脱退手

当金についての説明があったとする回答を得ており、申立人についても事

業主から脱退手当金に関する説明がなされた可能性がある。 

 さらに、申立期間に係るＡ株式会社（現在は、Ｂ株式会社）に対し、当

時の脱退手当金の取扱い等について照会したが、同社からは、「関連資料

は保存されておらず、当時の脱退手当金に係る取扱いについても不明であ

る。」との回答があり、申立人が脱退手当金を受給していないことをうか

がわせる証言等は得られなかった。 

   加えて、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手  

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2640 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 34 年生 

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成８年５月１日から 10 年６月１日まで 

国の厚生年金保険の記録によれば、申立期間の標準報酬月額が 11 万

円となっている。 

当時は、株式会社Ａに勤務していたが、申立期間前後の標準報酬月額

の記録は 41 万円及び 47 万円となっており、申立期間だけが大幅な減額

となっていることに納得がいかない。 

給与が 11 万円になった記憶は無く、41 万円から 47 万円を支給され､

支給額に見合う厚生年金保険料を控除されていたはずなので、標準報酬

月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録では、申立期間の平成８年５月１日時点において株式会

社Ａで厚生年金保険の被保険者であったことが確認できる 26 名のうち、

取締役３名を除き申立人を含めた 23 名全員の標準報酬月額が、同日の随

時改定により 11 万円となっている上、当該 23 名の中には、申立人が名前

を挙げた２名の同僚も含まれており、申立人の標準報酬月額のみが同僚の

取扱いと異なり低額であるという事情は見当たらない。 

また、当該 23 名の随時改定の処理年月日は平成８年６月 19 日であるこ

とが確認でき、全員について標準報酬月額が遡及して訂正された記録は無

く、事業主がオンライン記録どおりの月額変更届出を行ったことがうかが

える。 

さらに、申立期間当時、株式会社Ａにおいて厚生年金保険事務を担当し

ていたとされる元取締役に照会したところ回答が無いため､申立人の主張



を裏付ける証言を得ることができなかった。 

このほか、申立期間当時の報酬月額及び厚生年金保険料控除額を確認す

ることのできる給与明細書等の資料は無く、ほかに申立人が当該期間にお

いて、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を控除されてい

たことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 


